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新しい地域社会創成のための研究開発プログラムと P2M 

－バリューチェーンの大幅な低炭素化に向けたプラットフォームマネジメント－ 

 

事業構想大学院大学准教授  重藤さわ子  

 

１．はじめに 
 本稿を P2M の適用例としてご参照い
ただくにあたり、あらかじめご了解い
ただきたいのは、本稿で事例として取
り上げる研究開発を実施していた段
階で、プロジェクト実施者やプログラ

ムマネジメント側が P2M を理解し、そ
の考え方を適用していたわけではな
い、ということである。むしろ、研究
開発期間を終え、研究開発時の試行錯
誤と成果を、P2M に当てはめることに
より、よりその意義を理解できた事例
としてご理解いただきたい。 

筆者自身、科学技術振興機構 (JST) 
で研究開発プログラムマネジメント
に携わり、JST 内のプログラムオフィ
サー（PO）研修で研究開発評価とプロ
グラム設計やマネジメントについて

学ぶ機会を得たことをきっかけに、
P2M にも出会うことになった。そして、
研究開発や新規事業開発に取り組む
において、プログラムの理解とマネジ
メント能力の重要性を悟った。そうい

った知識の修得やマネジメントのト
レーニングを受けていなくても、プロ
グラムを設計・遂行し、成果を上げる
ことができる、優秀なマネジャーは確
かにいる。しかし、それだけでは、プ
ログラムの成果が結局その個人の能

力に委ねられることとなり、その他人
材の育成や、組織やシステムの進化に
つながっていかない、という構造的な
問題がある。2012（平成 24）年に国の
研究開発評価に関する大綱的指針に
初めて「研究開発プログラム」の設定
とその評価が明記され、研究開発評価
に「プログラム」が盛り込まれ、研究
開発領域にはかなりプログラム概念
が浸透してきたと思われるが、その他
多くの分野（地域活性や新規事業開発

の分野も）では、「プログラム」という
言葉が使われていたとしても、プログ
ラム本来の概念や意義はまだ十分浸
透していないと思われる。 

そのため、本稿では、研究開発にお
ける、P2M プラットフォームマネジメ

ントの適用について解説する。 
 
２．プラットフォームマネジメント  

プラットフォームは元来、外部より
一段高い平板上の台のことを意味し
ていたことから演説の台をそのよう
に呼ぶようになり、乗客の集まる駅に
も使われるようになった。1990 年ごろ
には、安く性能に優れたパソコンとイ
ンターネットの普及による急速な情
報通信技術進化に伴い、システムを支
える「基盤」へとその意味が転化し、

さらに、情報技術のみならず、様々な
システムの階層構造を下部から支え
る重要な「基盤」と解釈されるように
なった [1]。それは、ネットワーク化が
進み、今までは関係のなかった、ある

いは交わることはありえなかったヒ
トやモノが相互に関わり合い、影響し
合える世界になったことが大きく影
響している。そして今や、多様なヒト、
モノ、情報が関わり合う「場」として
だけではなく、新たな価値創造のため

の協働の「場」としても期待されてい
る。そうなると、いかなるプラットフ
ォームを設計し、構築し、運営できる
かがその協働の質や成果を左右する
ため、「マネジメント」課題が生じる。 
 すなわち、P2M におけるプラットフ
ォームは「プログラムを推進するため」
に作られる協働作業や新たな価値創
造の「場」と定義され、それが効果的
に機能するように設計し、構築し、運
営し、成果を出す、という一連のマネ
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ジメントが「プラットフォームマネジ
メント」なのである。 
 
３．プラットフォームマネジメントの
事例について 
 本稿で取り上げるのは、JST 社会技
術研究開発センター（RISTEX）「地域に
根ざした脱温暖化・環境共生社会」研
究開発領域・プログラム（2008-2013 年
度）で支援したプロジェクトの、プラ
ットフォーム構築事例である。この研
究開発プログラムは、2050 年温室効果

ガス 80%削減を大目標に掲げ、エネル
ギーからサプライチェーンまでを含
む社会の大幅な低炭素構造への作り
直しに関わる研究開発を行うことを
目指し、特に以下４つの課題について、

全部で 17 の研究開発プロジェクトの
支援を行った。 
１）脱温暖化戦略に基づく農山村再生モ
デルの開発  

２）脱温暖化戦略に基づく地方の中規模
都市活性化モデルの開発  

３）現行のバリューチェーン、サプライチェ
ーンの低炭素化シナリオの開発  

４）横断的脱温暖化戦略に基づく人材育
成・教育モデルの開発  

 この「３）現行のバリューチェーン、
サプライチェーンの低炭素化シナリ
オの開発」という課題に対し、現行の
高炭素型にロックインされたサプラ
イチェーンを、低炭素のバリューチェ
ーンに大きく変革するための横断的
プラットフォームの形成に取り組ん
だのは、以下の二つのプロジェクトで

ある。 
 
PJ①「名古屋発！低炭素型買い物・販

売・生産システムの実現」プロジ
ェクト（研究代表：永田潤子、大
阪市立大学大学院創造都市研究
科 准教授（当時）） 

PJ②「快適な天然素材住宅の生活と脱
温暖化を「森と街」の直接連携で
実現する」プロジェクト（研究代
表：田中優、一般社団法人天然住
宅 共同代表（当時）） 

 
 PJ①については、既にあるバリュー
チェーン（スーパーマーケット）に消
費者、流通販売者、生産者の三者をつ
なぐ、対等で相互学習型のコミュニケ
ーションプラットフォームを併設す
ることにより、低炭素につながる新た

な価値創造と共創を促し、現行のバリ
ューチェーンの低炭素側への順次移
行を狙うものであった。図 1 に示す、
RC（リサーチャーズクラブ）が本プロ
ジェクトで構築したプラットフォー

ムとなる。 
PJ②は、現行の複雑な森林素材生産

から住宅供給までのバリューチェー
ンを中抜きし、木材生産から消費者ま
での一気通貫を実現することで、国産
木材多用の天然素材住宅を安価に供

給する小規模事業体が取り組んだプ
ロジェクトである。このプロジェクト
で構築しようとしたプラットフォー
ムは、こういった取り組みが、ニッチ
の状況を脱し、それなりに量的効果の
ある市場形成につながることを意図
したものであり、図２の「社会変革の
ためのラウンドテーブル」がそれに当
たる。 

それぞれのプロジェクトとプラッ
トフォームの特徴を詳述することが
本稿の目的ではないため、そちらにつ

いては重藤・堀尾（2014） [2]をご参照
いただくとして、論文執筆当時に解明
できていなかった、「バリューチェー
ン変革のための横断的プラットフォ
ームの成立要件」で上げた課題を P2M
の考えに基づき、改めて次節で整理し
たい。 
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図１ PJ①が取り組んだ共創・創発的マネジメント [ 3]  

  

 

図２ PJ②による低炭素の住宅供給フロー変革の仮説（プロジェクトスライド）  

 

４．3S とプラットフォームマネジメント 

重藤・堀尾（2014）[2]では、3 節に紹

介した二つのプロジェクトのプラッ

トフォームを、表 1 のように、①既存

のバリューチェーン併設型プラット

フォーム、②小規模事業体結束型プラ

ットフォーム、とその特徴に基づきタ

イプ分けして説明した。しかし、改め

てこの事例を P2M に照らし合わせて考

えたとき、ただタイプで分けるのでは

なく、プログラムマネジメントのプロ

セスに基づき整理することが必要で

あることに気づいた。 

プログラムマネジメントには「スキ
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ーム（事業構想）」段階、「システム（構

築）」段階、「サービス（事業運営）」段

階の３つのモデル（3S モデル）がある。

今回取り上げた二つのプラットフォ

ーム事例を、プログラムとプロジェク

トの階層性に基づく、3S モデルにそれ

を当てはめると、PJ①は、個別プロジ

ェクトの目標を達成するためのプラ

ットフォームであり、PJ②は、個別プ

ロジェクトの成果をより広く社会に

根づかせるためのプラットフォーム、

と整理することができる。 

実際に、PJ②では、プロジェクトの

主たる目標の一つ、天然素材住宅に関

する科学的裏付けは順調に進んでい

た。しかし、同時に主な目標として掲

げられていた、こういった事業モデル

を全国普及するためのプラットフォ

ームの構築については進展していな

かった。そのため途中から、プログラ

ムマネジメント側もプラットフォー

ム構想や実施企画などの議論に加わ

ることになった。そして、同様の志を

持ち事業展開をしている事業者・関係

者を集めた、プラットフォームとして

のラウンドテーブルの実施を試みた

が、個々の事業者の独立心が高く、全

国普及という大きな目標のためにフ

ラットに一同に会し協働する場を構

築することは実際には難しく、実現に

は至らなかった。この結果を踏まえ、

重藤・堀尾（2014） [2]では、このよう

な大々的な結束の実現には、外部的構

造が必要かもしれない、と課題をまと

めている（表 1 も参照）。 

一方 PJ①で試みた、「生産者」「流通

販売者」「消費者」三者の対等なコミュ

ニケーションを可能とするプラット

フォームの構築については、特に流

通・販売者が、消費者とのコミュニケ

ーションの意義や今後の課題の認識

が生まれるなど、その意義と有効性が

成果として確認された。ただし、個別

ケースを積み上げるだけでは普及で

きる範囲が限られることから、全国的

な普及展開や、バリューチェーンの低

炭素化へのスピードアップが課題で

ある、と重藤・堀尾（2014） [2]ではま

とめている（表 1 も参照）。ただし、PJ

②のケースと併せて考えると、この課

題は、個別具体な成果を、より大きな

展開・普及につなげていく際に生じる

共通の課題ではないか。すなわちこの

課題は、システムモデルをサービスモ

デルにつなげる上で生じる新たな課

題として捉えるべきで、もし PJ①がこ

の課題に取り組む新たなプラットフ

ォームを構築するとしたら、結局 PJ②

のプラットフォーム構築の課題に同

じように直面するのではないか。 

つまり、事例①と事例②で整理した

課題は、プラットフォームのタイプ別

の課題として捉えるべきではなかっ

た。むしろ、プロジェクトの個別の成

果を踏まえ、その成果をより広く展

開・普及するサービスモデル（プログ

ラム成果への昇華、ともいえよう）に

結び付けていくためのプラットフォ

ームを構築する際の、共通の課題を提

示しているものと考えるべきであろ

う。また、本研究開発プログラムにお

いては、残念ながら、その課題を乗り

越えるためのソリューションを示す

には至らなかった。 

このことを踏まえると、プログラム

におけるプラットフォームマネジメ
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ントは、3S モデルのどの段階のプラッ

トフォームなのか、ということを踏ま

えたうえで、適切なマネジメントを適

用していくことが肝要、ということに

なる。 

  

表１ バリューチェーン変革のための横断的プラットフォームの特徴  

項目  
①既存のバリューチェーン 

併設型プラットフォーム 

②小規模事業体結束型  

プラットフォーム 

横断的特徴  
「生産者」「流通販売者」「消費者」

三者の対等なコミュニケーション 

一気通貫型ビジネスモデル（バリュー

チェーンの中抜き） 

 

目的  

現行のバリューチェーンのなかで、新

たな価値創造と共創を促し、低炭素

側に順次移行をねらう 

小規模事業者がニッチを脱してそれ

なりに量的効果のある市場形成をね

らう 

特筆すべき

課題  

 

低炭素側への移行のスピードアップ 

個々の事業者の独立心は高く、大々

的な結束の実現には、外部的構造

が必要かもしれない 

 

 

 図 3 P2M 3S モデルとプラットフォームマネジメント事例の位置づけ 

 

５．おわりに 

 もともと演説用の台を意味してい

たプラットフォームは、今や、多様な

人々のコミュニケーション・協働を通

した新たな価値創造の基盤として、行

政、地域、ビジネス、学術、個人まで、

価値創造の水準

スキーム(事業
構想)モデル

システム(構築)
モデル

サービス(事業
運営）モデル

定常活動
(現状の水準)

定常活動
(プログラム
後の水準）

PJ事例① PJ事例②

プロジェクトマネジメント

プログラムマネジメント

本研究開発プログラム

で苦戦したプラットフォ

ームマネジメント範囲  
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様々なレベルとシーンで導入され、社

会に欠かせないものとなった。そして、

いかにそのつながりを活性化し、創発

的な相互作用を促す設計・運営できる

か、という議論はこれまで活発に行わ

れてきた。ただし P2M のなかでも、本

稿が指摘したような、プログラムやプ

ロジェクトの階層性を意識したプラ

ットフォームマネジメントの議論は

あまりされてこなかったように思わ

れる。プラットフォームは、構築する

ことが目的なのではなく、意図した成

果を生み出すための手段である以上、

マネジメントは重要な要素であり、

P2M でも重要な研究課題となる。 

 本稿の事例を踏まえた、3S によるプ

ラットフォームの整理が、P2M 適用と

してのプラットフォームマネジメン

トの参考になれば幸いである。 
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